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平成１０年３月期  中間決算短信                   平成９年１０月
３０日 
 
上 場 会 社 名    日  立  建  機  株  式  会  社          上場取引所（所属部） 東証・大証（市場第一部） 
コ ー ド 番 号    ６３０５  
本 社 所 在 地    東京都千代田区大手町二丁目６番２号 
問  合  せ  先       責任者役職名   社長室次長 
                     氏        名   古川 統彦           ＴＥＬ（０３）３２４５－６３０５ 
中間決算取締役会開催日   平成９年１０月３０日            中間配当制度の有無  有 
中 間 配 当 支 払 開 始 日    平成９年１２月１０日 
 
１．平成９年９月中間期の業績   （平成９年４月１日～平成９年９月３０日）  
（１）経営成績                                                                  （百万円未満切り捨て） 
 売 上 高 (対前年中間期増減率 ) 営業利益 (対前年中間期増減率) 経常利益(対前年中間期増減率） 

 
9年 9月中間期 
8年 9月中間期 

     百万円    ％ 
 １３６，１６８（ ３．３） 
 １３１，８３５ 

     百万円    ％ 
  ６，８２１（ ５．３） 
  ６，４８０ 

     百万円    ％ 
  ３，７５０（ ２．４） 
  ３，６６３ 

9 年 3 月 期  ２７２，５５５  １５，０２２   ８，００７ 
 
 
 

中間(当期)利益   対前年中間期 
        増  減  率 

１ 株 当 た り  
中間（当期）利益 

 
会 計 処 理 基 準 

 
9年 9月中間期 
8年 9月中間期 

     百万円    ％ 
   １，７００（ ５．４） 
   １，６１３ 

       円  銭 
     １１ ８３ 
     １１ ２２ 

 
中間財務諸表 作成基準 
中間財務諸表 作成基準 

9 年 3 月 期    ３，５０７      ２４ ４０ ― 
（注）１．期中平均株式数     9年 9月中間期 １４３，７４９ 千株 
                 8年 9月中間期 １４３，７４６ 千株 
                 9年 3月期   １４３，７４６ 千株 
   ２．会計処理の方法の変更     該当事項なし 
（２）配当状況  
 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 

 
9年 9月中間期 
8年 9月中間期 

     円  銭 
    ３ ００ 
    ３ ００ 

 
― 
― 

 
9 年 3 月 期 

 
― 

     円  銭 
    ６ ００  

 
（３）財政状態 
 総   資   産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本 

 
9年 9月中間期 
8年 9月中間期 

       百万円 
  ３０３，７７４ 
  ２８５，７７０ 

      百万円 
  ８４，５４７ 
  ８１，９１２ 

       ％ 
   ２７．８ 
   ２８．７ 

    円   銭 
 ５８８  １７ 
 ５６９  ８４ 

9 年 3 月 期   ２９８，２３６   ８３，３７８    ２８．０  ５８０   ３ 
（注）１．期末発行済株式数    9年 9月中間期 １４３，７４９ 千株 
                 8年 9月中間期 １４３，７４６ 千株 
                 9年 3月期   １４３，７４９ 千株 
            （額面株式、１単位の株式数 １，０００株） 
   ２．有価証券等の時価と中間貸借対照表計上額との差額   ６７４百万円 
   ３．中間期末現在のデリバティブ取引の時価と契約額等との差額    １０百万円 
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２．平成１０年３月期の業績予想   （平成９年４月１日～平成１０年３月３１日）  

1 株 当 た り 年 間 配 当 金  
 

売  上  高 
 

経 常 利 益 
 

当 期 利 益 
期   末  

 
1 0 年 3 月期 

     百万円 
２７５，０００ 

     百万円 
  ８，１００ 

    百万円 
 ３，６００ 

   円  銭 
  ３ ００ 

   円  銭 
  ６ ００ 

（参考） 1株当たり予想当期利益    ２５円 ４銭 
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添   付   資   料  

 

１．当中間期及び通期の業績の概況  

  当年度前半のわが国経済は、民間設備投資は堅調に推移し、円安基調の中で輸出は北米を中心に好調でした

が、個人消費の低迷、住宅建設の減少、並びに財政改革に伴う公共工事の削減等、日毎に停滞感が強まってま

いりました。 

  このような情勢の中で当社は、21世紀へ向けて生産性 30%向上を目指す企業革新運動HOP-UP 30 for 21 

を展開してまいりましたが、その核となるCIM(Computer Integrated Management)の本格稼動により、お

客様の多様なご注文に即応できる生産体制を確立するとともに、全社情報ネットワークを構築してまいりまし

た。更に次世代を担う戦略製品として後方小旋回型油圧ショベル ウルトラ 225を発売する等、市場ニーズを

捉えた新製品の開発、市場投入を進め、マーケットシェアの向上を図ってまいりました。 

  この結果、売上高は前年同期比 3％増の 1,361億 6千 8百万円、経常利益は同 2％増の 37億 5千万円、当期

利益は同 5％増の 17億円となりました。 

なお、中間配当につきましては、10月 30日開催の取締役会におきまして、1株につき 3円をお支払いするこ

とを決議いたしました 

  主要営業品目別の概況では、油圧ショベルは、国内では新製品の市場投入等によりシェアアップとなりま

したが、公共投資の削減等により前年同期を下回りました。輸出は、オセアニアで大型機が増加し、北米･欧

州の堅調な需要と円安等を背景に前年同期を大幅に上回りました。ミニショベルは、国内では需要の減少に

より前年同期を下回りました。輸出は欧州の景気回復等により前年同期を上回りました。クローラクレー

ン・基礎工事用機械は、国内では民間建設工事が伸び悩む中、新機種CXシリーズの拡販によりシェアを向

上し前年同期並みを確保しました。輸出はアジアにおける拡販努力等により、前年同期を上回りました。ト

ンネル掘進機他では、トンネル掘進機は、大口径機の減少により前年同期を下回りました。ホイールローダ

は、国内では需要の減少により、輸出では北米向け製品の現地生産移行に伴い、前年同期を下回ることとなり

ました。また、現地生産に対応するコンポーネントの輸出が、海外市場の好調を受け大幅に増加致しました。

サービスは、国内はサービス営業活動等に注力しましたが前年同期を下回りました。一方輸出部品は機械稼

働率の上昇により前年同期を上回りました。 

 今後の動向を見ますと､国内においては上期同様大幅な需要の減退が見込まれ､海外においてもこれまで好

調のアジア市場が急速に落ち込む等､当社をとりまく環境はこれまで以上に厳しさを増すものと思われます｡ 

このような情勢を踏まえ､当社はお客様第一と、変化に強い企業体質の確立を基本に、多様化するニーズを先

取りする新製品･応用製品の開発体制の強化や、環境関連事業の充実を図る等、需要創造型の事業展開に取り

組んでまいります。また、新たに稼動させたセールスプロモーションシステム(SPS)やホームドクターシステ

ム(HDS)等、お客様志向の情報ネットワークを駆使することにより、販売・サービス力の強化を推進致します。

更に、これまで構築してきた国内外の関連会社、提携関係を軸に、最適地生産体制を追求し、トータルコスト

の低減とお客様へのスピーディーな供給、為替変動に強い体質の確立を図ってまいります。 

 当社は企業ビジョン及び行動指針に基づき、21世紀に向けて長期計画の策定に全社で取り組んでおります。

予想される厳しい環境を視野に入れつつ、業容の持続的発展と魅力ある企業作りに邁進する所存です。 

通期の業績見通しにつきましては,売上高 2,750億円,経常利益 81億円,当期利益 36億円を見込んでおります。 
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２．貸借対照表  
                                                          （単位：百万

円） 

 
科     目  

 

当中間期  
平成９年 

9月 30日 
現  在 

前中間期  
平成８年 

9月 30日 
現  在 

前    期 
平成９年 

3月 31日 
現  在 

 
前中間

期 
比較増

減 

 
科     目  

 

当中間期  
平成９年 

9月 30日 
現  在 

前中間期  
平成８年 

9月 30日 
現  在 

前   期  
平成９年 

3月 31日 
現  在 

 
前中間期  
比較増減  

［ 資 産 の 部 ］ 

流 動 資 産 

 現 金 及 び 預 金  

 受 取 手 形    

 売 掛 金     

 有 価 証 券 

 製 品 

 半 製 品 

 材 料 

 仕 掛 品 

 その他の流動資産 

 貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

 有 形 固 定 資 産 

 建 物 

 構 築 物 

 機 械 装 置 

 車 両 運 搬 具 

 工 具 器 具 備 品 

 土 地 

 建 設 仮 勘 定 

 無 形 固 定 資 産 

 施 設 利 用 権 

 その他の無形固定資産 

 投 資 等 

 子会社株式及び出資金 

 投 資 有 価 証 券 

 長 期 貸 付 金 

 長 期 前 払 費 用 

 その他の投資等 

 貸 倒 引 当 金 

 

206,199 

6,873 

33,716 

122,672 

2,000 

22,788 

8,473 

295 

9,833 

1,015 

△1,470 

 

97,574 

64,292 

20,236 

3,914 

10,559 

112 

2,616 

25,684 

1,169 

246 

171 

75 

33,035 

9,958 

17,846 

443 

743 

4,072 

△30 

 

197,332 

5,339 

37,477 

102,078 

11,848 

21,994 

8,629 

345 

9,044 

1,943 

△1,370 

 

88,437 

55,217 

14,332 

3,646 

9,937 

670 

2,717 

21,732 

2,178 

232 

156 

75 

32,987 

9,701 

17,974 

432 

340 

4,568 

△30 

 

206,295 

10,692 

41,766 

114,377 

999 

21,712 

8,105 

299 

8,672 

1,080 

△1,410 

 

91,941 

58,492 

14,239 

3,625 

10,052 

113 

2,605 

24,378 

3,477 

212 

136 

76 

33,236 

9,848 

18,583 

438 

551 

3,843 

△30 

 

8,867 

1,534 

△3,761 

20,594 

△9,848 

794 

△156 

△50 

789 

△927 

△100 

 

9,137 

9,074 

5,903 

267 

621 

△558 

△100 

3,951 

△1,009 

14 

14 

0 

47 

256 

△127 

10 

403 

△495 

0 

［ 負 債 の 部 ］ 

流 動 負 債 

 支 払 手 形 

 買 掛 金 

 短 期 借 入 金 

 ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 

 社 債 

 未 払 金 

 未 払 法 人 税 等 

 未 払 事 業 税 等 

 諸 預 り 金 

 割賦未実現利益 

 割 賦 前 受 利 息 

 その他の流動負債 

 

固 定 負 債 

 社 債 

 長 期 借 入 金 

 退 職 金 引 当 金 

 その他の固定負債 

 

負 債 合 計 

 

［ 資 本 の 部 ］ 

資 本 金 

法 定 準 備 金 

 資 本 準 備 金 

 利 益 準 備 金 

剰 余 金 

 特別償却準備金 

 圧縮記帳積立金 

 別 途 積 立 金 

 中間 (当期 ) 未処分利益 

 (うち中間 ( 当期 )利益 ) 

 

資 本 合 計 

 

107,186 

9,163 

48,956 

19,175 

0 

0 

11,527 

1,952 

516 

1,805 

8,413 

3,944 

1,732 

 

112,040 

89,900 

986 

15,812 

5,341 

 

219,226 

 

 

22,199 

23,504 

21,726 

1,778 

38,844 

168 

352 

35,600 

2,722 

(1,700) 

 

84,547 

 

125,588 

9,374 

38,532 

27,810 

9,900 

10,885 

11,567 

2,070 

681 

1,447 

8,451 

3,902 

964 

 

78,269 

59,900 

1,311 

15,828 

1,229 

 

203,857 

 

 

22,197 

23,406 

21,725 

1,681 

36,308 

197 

352 

33,100 

2,659 

(1,613) 

 

81,912 

 

135,344 

8,054 

45,956 

27,810 

12,000 

9,075 

9,850 

3,553 

994 

1,563 

8,867 

4,105 

3,514 

 

79,512 

59,900 

1,241 

16,124 

2,247 

 

214,857 

 

 

22,199 

23,450 

21,726 

1,724 

37,729 

197 

352 

33,100 

4,079 

(3,507) 

 

83,378 

 

△18,401 

△211 

10,423 

△8,634 

△9,900 

△10,885 

△40 

△117 

△165 

357 

△37 

41 

768 

 

33,771 

30,000 

△325 

△15 

4,112 

 

15,369 

 

 

1 

98 

1 

97 

2,535 

△28 

0 

2,500 

63 

(86) 

 

2,635 

資 産 合 計 303,774 285,770 298,236 18,004 負債及び資本合計 303,774 285,770 298,236 18,004 
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３．損益計算書  

                                                                                         
（単位：百万円） 

 

科       目 

 

当  中  間  期 

自平成 9年 4月 1 日 

至平成 9年 9月 30日 

前  中  間  期 

自平成 8年 4月 1 日 

至平成 8年 9月 30日 

前      期 

自平成 8年 4月 1 日 

至平成 9年 3月 31日 

 

前中間期比 

 

 

［ 経 常 損 益 の 部 ］ 

営 業 損 益 の 部  

 売 上 高  

 売 上 原 価 

 販売費及び一般管理費 

  割賦販売利益繰延前営業利益 

 割 賦 販 売 利 益 繰 延 額  

  営 業 利 益 

 

営 業 外 損 益 の 部  

 営 業 外 収 益 

 （受取利息及び配当金）  

 （雑        収       益） 

 営 業 外 費 用 

 （支払利息及び割引料） 

 （雑        損       失） 

  経 常 利 益 

 

［ 特 別 損 益 の 部 ］ 

 特 別 損 益 

 税 引 前 中 間 (当期 )利益 

  法 人 税 及 び 住 民 税  

 中 間 ( 当 期 ) 利 益 

 

 前 期 繰 越 利 益  

 中 間 配 当 額 

 利 益 準 備 金 積 立 額 

 中 間 (当 期 )未処分利益 

 

 

 

 

１３６，１６８ 

１０２，４３０ 

２７，３７０ 

６，３６７ 

    △４５３ 

６，８２１ 

 

 

１，９１４ 

（１，３９７） 

    （５１７）

４，９８５ 

（１，６７５） 

（３，３０９） 

３，７５０ 

 

 

       ０ 

３，７５０ 

２，０５０ 

１，７００ 

 

１，０２２ 

      ― 

      ― 

２，７２２ 

 

 

 

 

１３１，８３５ 

９７，６５２ 

２６，８１４ 

７，３６７ 

     ８８６ 

６，４８０ 

 

 

１，８１８ 

（１，２８３） 

    （５３４） 

４，６３５ 

（１，６６１） 

（２，９７４） 

３，６６３ 

 

 

       ０ 

３，６６３ 

２，０５０ 

１，６１３ 

 

１，０４５ 

      ― 

      ― 

２，６５９ 

 

 

 

 

２７２，５５５ 

２０２，４３４ 

５３，７９５ 

１６，３２５ 

１，３０２ 

１５，０２２ 

 

 

３，２６４ 

（２，４８３） 

    （７８０） 

１０，２７９ 

（３，４４８） 

（６，８３０） 

８，００７ 

 

 

       ０ 

８，００７ 

４，５００ 

３，５０７ 

 

１，０４５ 

     ４３１ 

      ４３ 

４，０７９ 

％ 

 

 

  １０

３ 

１０５ 

１０２ 

８６ 

    ― 

１０５ 

 

 

１０５ 

（１０９） 

（ ９７） 

１０８ 

（１０１） 

（１１１） 

１０２ 

 

 

  ― 

１０２ 

１００ 

１０５ 

 

９８ 

― 

  ― 

１０２ 
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貸借対照表脚注  
                    当中間期  前中間期  前  期   前中間期 
                                       比較増減 
                     百万円   百万円   百万円    百万円 
１．有形固定資産の減価償却累計額        7 4 , 8 1 5     73,927   73,700       8 8 7  
２．自己株式                (  7 千株)4   (  3千株)4     (  7千株) 7      ( 4千株)0 
３．発行済株式数の増加           なし 
４．リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 
    ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

損益計算書脚注  

割賦販売利益 (割賦売上高より割賦売上高に対応する売上原価を控除した額)及び割賦販売受取利息につい

ては、割賦金の回収期限到来基準によってその実現額を計上している。 

 

リース取引関係  
 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 
              （当中間期）     （前中間期）     （前  期） 
取 得 価 額 相 当 額      4,062百万円     3,006百万円     3,733百万円 
減価償却累計額相当額      1,464         1,571         1,228    
中間期末(期末)残高相当額      2,598         1,435         2,504    

 

２．未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 
              （当中間期）     （前中間期）     （前  期） 
１  年  以  内       934百万円      566百万円      863百万円 
１ 年 超      1,704          905         1,677    
合        計      2,638         1,472         2,540    

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
              （当中間期）     （前中間期）     （前  期） 
支 払 リ ー ス 料       516百万円     359百万円     793百万円 
減 価 償 却 費 相 当 額       485         320         722    
支 払 利 息 相 当 額       36         27         57    

 

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 
・減価償却費相当額の算定方法はリース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
いる。 
・利息相当額の算定方法についてはリース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相
当額とし、各期への配分方法については利息法によっている。 



―６― 

４．売上高内訳  
 
  営業品目別（国内・輸出別）売上高 

 当中間期 Ａ (構成比) 
自平成 9年 4月 １日 
至平成 9年 9月 30日 

前中間期 Ｂ (構成比) 
自平成 8年 4月 １日 
至平成 8年 9月 30日 

前   期 (構成比) 
自平成 8年 4月 １日 
至平成 9年 3月 31日 

Ａ 
― 
Ｂ 

 

 

 

 

 

油 圧 シ ョ ベ ル  

 

国

内 

輸

出 

    百万円  ％ 

 ３９，１５３（  29） 

 ３１，８２７（  23） 

    百万円  ％ 

 ４６，４９３（ 35） 

 ２０，５０３（ 15） 

    百万円  ％ 

 ９３，３６６（ 34） 

 ４６，６９９（  17） 

％ 

  

84 

155 

製  計  ７０，９８１（  52）  ６６，９９７（ 50） １４０，０６５（  51） 106 

  

ミ ニ シ ョ ベ ル  

国

内 

輸

出 

  ７，６６４（   6） 

    ９９０（   1） 

  ９，２３６（  7） 

    ８６０（  1） 

 １８，６４７（   6） 

  １，８０５（   1） 

83 

115 

  計   ８，６５５（   7）  １０，０９７（  8）  ２０，４５３（   7） 86 

 国

内 

輸

出 

  ４，７２０（   3） 

  ２，０８２（   2） 

  ４，６５７（  4） 

  １，５３４（  1） 

  ９，２３４（   4） 

  ３，２９１（   1） 

101 

136 

 

 
クローラクレー
ン 
基礎工事用機械  

計   ６，８０２（   5）   ６，１９１（  5）  １２，５２６（   5） 110 

品  

トンネル掘進機

他 

国

内 

輸

出 

 ２０，３２７（  15） 

 １０，００７（   7） 

 ２３，１５７（ 17） 

  ７，２９７（  6） 

 ４７，６５６（  18） 

 １４，７４９（   5） 

88 

137 

  計  ３０，３３５（  22）  ３０，４５４（ 23）  ６２，４０６（  23） 100 

  

小    計 

国

内 

輸

出 

 ７１，８６６（  53） 

 ４４，９０９（  33） 

 ８３，５４４（ 63） 

 ３０，１９６（ 23） 

１６８，９０５（  62） 

 ６６，５４６（  24） 

86 

149 

  計 １１６，７７６（  86） １１３，７４１（ 86） ２３５，４５２（  86） 103 

  

サ ー ビ ス 

国

内 

輸

出 

 １２，９５４（   9） 

  ６，４３８（   5） 

 １３，３２８（ 10） 

  ４，７６５（  4） 

 ２６，７３５（  10） 

 １０，３６７（   4） 

97 

135 

  計  １９，３９２（  14）  １８，０９３（ 14）  ３７，１０３（  14） 107 

  

合    計 

国

内 

輸

出 

 ８４，８２０（  62） 

 ５１，３４７（  38） 

 ９６，８７３（ 73） 

 ３４，９６１（ 27） 

１９５，６４１（  72） 

 ７６，９１３（  28） 

88 

147 

  計 １３６，１６８（100） １３１，８３５（100） ２７２，５５５（100） 103 

 

 

 

 

 

 



―６― 

 

 

 
  地域別輸出売上高 

 当中間期 Ａ (構成比) 
自平成 9年 4月 １日 
至平成 9年 9月 30日 

前中間期 Ｂ (構成比) 
自平成 8年 4月 １日 
至平成 8年 9月 30日 

前   期 (構成比) 
自平成 8年 4月 １日 
至平成 9年 3月 31日 

Ａ 
― 
Ｂ 

 

  北  米 

  ア ジ ア 

  欧  州 

  オ  セ  ア ニ ア 

  中 南 米 

  中 近 東 

  ア フ リ カ  

    百万円  ％ 

 ２３，１４５（ 45） 

 １６，０３４（ 31） 

  ５，６４３（ 11） 

  ４，４３４（  9） 

  １，１５１（  2） 

    ６９１（  1） 

     ２４５（  1） 

    百万円  ％ 

 １６，０６４（ 46） 

 １１，８１７（ 34） 

  ４，３２０（ 12） 

  ２，２１１（  6） 

    １２１（ ―） 

    ２６９（  1） 

    １５６（  1） 

    百万円  ％ 

 ３４，５８４（  45） 

 ２６，５３８（  35） 

  ９，２７９（  12） 

  ４，８６５（   6） 

    ７０３（   1） 

    ７２１（   1） 

    ２２２（  ―） 

％ 

144 

136 

131 

201 

951 

257 

157 

 合      

計 

  ５１，３４７（100）  ３４，９６１（100）  ７６，９１３（100） 147 

 
 



―７― 

５．有価証券の時価等  
 

                                           （単位：百万円） 
当 中 間 期 

（平成 9年 9月 30日現在） 
前 中 間 期 

（平成 8年 9月 30日現在） 
前     期 

（平成 9年 3月 31日現在） 
 
種   類 

貸 借 
対 照 表  
価 額 

 
時 価 

 
評価損益 

貸 借 
対 照 表 
価 額 

 
時 価 

 
評価損益 

貸 借 
対 照 表 
価 額 

 
時 価 

 
評価損益 

(1)流 動 資 産
に 属 す る も
の 

 
株   式 

 
債   券 

 
そ の 他 

 

 
 

 
4 
 

0 
 

0 
 

 
 
 

4 
 

0 
 

0 
 

 
 
 
― 

 
0 
 

0 
 

 
 

 
4 
 

0 
 

0 
 

 
 
 

4 
 

0 
 

0 
 

 
 
 
― 

 
0 
 

0 
 

 
 

 
7 
 

0 
 

0 
 

 
 
 

7 
 

0 
 

0 
 

 
 
 
― 

 
0 
 

0 
 

小   計 4 4 ― 4 4 ― 7 7 ― 
(2)固 定 資 産
に 属 す る も
の 

 
株   式 

 
債   券 

 
そ の 他 

 

 
 
 

3,660 
 

102 
 

0 

 
 
 

4,318 
 

118 
 

0 

 
 
 

658 
 

16 
 

0 

 
 
 

5,123 
 

102 
 

0 

 
 
 

6,758 
 

122 
 

0 

 
 
 

1,635 
 

20 
 

0 

 
 
 

4,435 
 

102 
 

0 

 
 
 

5,062 
 

113 
 

0 

 
 
 

627 
 

11 
 

0 

小   計 3,762 4,437 674 5,225 6,881 1,655 4,537 5,175 638 
合   計 3,767 4,441 674 5,229 6,885 1,655 4,544 5,183 638 

 

(注)１.時価等の算定方法 
   ①上場有価証券       主に東京証券取引所の最終価格 
   ②店頭売買有価証券     日本証券業協会が発表する最終売買価格 
  ２.株式には自己株式を含んでいる。 
  ３.開示の対象から除いた有価証券の中間(期末)貸借対照表計上額 
                        当中間期      前中間期      前  期 
  （流動資産に属するもの）買 現 先 の 債 券    0百万円    11,848百万円     999百万円 

                          ﾏﾈｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄﾌｧﾝﾄﾞ    2,000百万円            0百万円           0百万円 

 
  （固定資産に属するもの）店頭売買株式を除く 22,411百万円    20,742百万円    22,216百万円 
              非 上 場 株 式 

 



―８― 

６．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益  

 

（単位：百万円） 

 当 中 間 期 

（平成 9年 9月 30日現在） 

前 中 間 期 

（平成 8年 9月 30日現在） 

前     期 

（平成 9年 3月 31日現在） 

区 種  類 契 約 額 等 時 価 評 価 契 約 額 等 時 価 評 価 契  約  額  等 時 価 評 価 

分   
う ち  
1 年
超  

 損 益  
う ち  
1 年
超  

 損 益  
う ち  
1 年
超  

 損 益 

 

市

場

取

引

以

外

の

取

引 

為替予約取引 

 

売 建 

 米 ド ル 

 ｵﾗﾝﾀﾞｷﾞﾙﾀﾞｰ 

 

 

買 建 

 米 ド ル 

 ｵﾗﾝﾀﾞｷﾞﾙﾀﾞｰ 

 

 

 

 

15,77

8 

127 

 

 

 

2,895 

0 

 

 

 

 

 

0 

0 

 

 

 

0 

0 

 

 

 

 

15,806 

126 

 

 

 

2,932 

0 

 

 

 

 

△28 

1 

 

 

 

37 

0 

 

 

 

 

10,493 

965 

 

 

 

1,318 

129 

 

 

 

 

0 

0 

 

 

 

0 

0 

 

 

 

 

10,717 

955 

 

 

 

1,345 

130 

 

 

 

 

△223 

10 

 

 

 

26 

1 

 

 

 

 

16,141 

221 

 

 

 

2,959 

0 

 

 

 

0 

0 

 

 

 

0 

0 

 

 

 

 

16,716 

222 

 

 

 

3,004 

0 

 

 

 

△574 

― 

 

 

 

45 

0 

 合 計 ― ― ― 10 ― ― ― △184 ― ― ― △529 

 

（注）１．中間期末(期末)の為替相場は先物相場を使用している。 

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより､決済時における円貨額が確定

している外貨建金銭債権債務等で、中間(期末)貸借対照表において当該円貨額で表示されている

ものについては、開示の対象から除いている。 

３．前中間期末で開示していた「先物為替予約の状況」は、当中間期において比較の便宜を考慮し 

併記している。 

以  上 

 


